





















































































































































流通販売システム メーカーの直営体制 ディーラー・システムが中心 すぺてがディーラー・システ
販売方式 訪問販売 訪問および店舗販売 店舗販売










営業形態 新車販売に限定 新車販売が中心（70％） 新車販売が中心（60％）
その他の収益源 なし 中古車販売，AIS 中古車販売，A／S
広告費用 メーカーの負担 メーカーと分担 メーカーと分担
販売地域 厳格な地域区分 厳格な地域区分 地域販売制であるが，厳格でﾍない
販売体系 メーカー中心 メーカー中心から顧客中心のﾌ売へ
顧客中心の販売









































































































照1@流　鑑販灘懇難難．．藝 翻璽鰹点蕪 議1羅鱗、蕪雛　　～香C 　　　此@ 　．　　　　鴛 備　　　考 95年 96年 98年95年 96年 98年
現代自動車
直営営業所
ソウル・仁川全地域及び京畿道の一部地域 286 299268 511050814755
一9Aィーラー 0 0 21 0 0 33
現代精工 現代自動車サービス㈱
現代自動車の直営販売地域を除いた国内全地域 431 408 3276182 5822 5424
＊（）はGaUoperの専門販売店（41） （32） （32）632729348
直営営業所 国内全地域 510452、325 6435 6096 4602
㈱企産 領南地域の一部 37 40 一 622318一
起亜自動車 ㈱起亜サービス 湖南地域の一部 11 7 一 162 56一
＿．Aィーラー 国内全地域 45 5224152761452 1144
大田自販 大田地域 0 13 12 0103230








直営営業所 全車種販売Pride／1．4以上トラbク委託販売 100103 37 844693210
一9Aィーラー 全車種（トラック，パスは除く） 103 88一 377372一
三星自動車 直営営業所 国内全地域一 28 26 52 130．110 581
直営営業所 済州道を除いた国内全地域 113137107 114113271281
双龍自動車
一●Aィー



















































































































































難年撫鰭．窟多鱒9㌘　　　歪彫賊 ，1欝　　　避 　　’懸、?????? 　　撒　鰹餐浮X簿、 鋤、@圭993　　勢轟「?¥9無 1臨 1i雛、 騨騨P997
販売台数 1414243617991821197938676921103158136
市場占有率 0．18 0．25 0．16 0．26 0．28 0．32 1．20 1．60 0．53
出所：現代自動車編（1998），17ページを修正。（韓国語）
一14一
のフォード車を輸入し，販売しているケースである。
　輸入車代理店の大部分は，韓国の財閥などの大企業が自動車の輸入許可を得た形態で販売するケー
スであり，ヒョソン（Audi，　W），ウ〃（Chrysler），ジンセ貿易㈱・イソチケイフ（トヨタ）な
どがこれに該当する。グレー・インポーターは韓国の輸入商が外国のディーラーから直輸入して自身
の直営展示場を通して販売するケースを指し，セキョソ（Volvo）ハンソン（Benz）などがこれに当
る。そして最後の韓国内販売法人は外国メーカーが直接に自動車を輸入して国内ディーラーに供給す
るケースであり，BMWコリア（BMW）などがその具体的な例である。
第2章　韓国自動車産業における販売システムと情報化の進展
　韓国自動車産業における販売システムの形成過程・販売活動領域に対する主要メーカー3社の戦
略などについての以上の検討により，現在，メーカーの直営体制からディーラー・システムへの移行
に進められている過渡期的な様態を見せていることが明かになった。本章ではこれをもとに，韓国自
動車産業における販売システム，なかでもメーカーとディーラーとの間の協力関係を中心に，情報化
の進展の動きを明らかにする。
第1節　販売組織における情報システムの構築
　現代自動車の場合，生産と販売との間の情報交換手段として，Inter　Link　327（と　NotesというVan
形式の企業間情報ネットワークが同時に使用されている39。前者のInter　Link　3270はHINT
（HYUNDAI　Information　Network　Techno－System）という名前で呼ぽれ，主に会計管理，国内販
売，販売統計，人事管理，統合顧客管理などの情報を直営店が閲覧できるシステムであった。しか
し，前者はデータ容量の不足，営業所での割賦金の処理問題，本社への送金問題，メーカーの本社と
の双方向で協調文・公文などを情報交換できるシステム上の技術的な問題一などを解決できるNotes
に代替されている。
　大宇自動車はD－Top方式の情報システムが直営店とディーラーとの間に構築されているが，導入
時期としては80年代後半であることが知られている40。同社も現代自動車のものと同様にX－doc方
式の一方向から双方向への情報伝送が可能になったことが大きな進展であるという。同社においては
車輔の生産現況が生産工場の工程と連結され，現時点の車輌の制作プロセスをモニターできるように
なっている。つまり，車輔の生産過程が数値として表れ，顧客の契約コード・ナソバーで出庫予定状
況を確認できるようなシステムになっている。これはD－Top方式が構築された以前には顧客の出庫
を確認するため，営業所から本社の契約出庫担当者に電話で確認する不便さが存在したのに対し，そ
れが除去できたという成果として理解できる。このような情報ネットワークの構築に伴う成果として
は，業務の迅速な処理，支店別のパスワードの仕様による業務領域の分離，情報の正確な伝達，業務
のシステム化・マニュアル化による業務処理の単純化などが挙げられる。しかし，地域電話局の事故
が発生した場合，業務自体が麻痺状態になってしまう短所があるという。
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第2節販売システムと情報ネットワーク
　生産・販売ネットワークの進展における究極的な姿として，原材料の購入から製品開発，生産，販
売における全ての情報を統合的な管理ができるシステムであるSCM（Supply　Chain　Management）
を挙げることができる41。しかし，実際の日本の自動車産業においては，メーカー主導による排他的
ディーラー・システム，すなわち長期継続的な関係を前提とする「硬い連結（tight　coupling）」の水
準にとどまっていることを明らかにした。一方，韓国自動車産業では，上述したように，メーカー主
導の販売体制を堅持するなかで，近年ディーラー・システムへ移行する段階にあり，日本で長年構築
されてきたOESの体制も整っていないと考えられる。その背景を，日本の自動車産業に見られる
OESにおける運用の必要条件を基準に検討する。
　まず，下川浩一（1986）によれば，OESの運用に当たって期待される効果には，納期短縮在庫
リスク減少などがあり，この重要な手段にはメーカーとディーラーとの間の頻繁な情報のやりとりが
あるという。しかし問題点としては，メーカーとディーラーとの間で得られる在庫削減の効果をいか
に均等に配分できるかということがあげられる。さらに，OESに影響を及ぼす要因としては，メー
カーの車種構成，多仕様化の内容，生産システムフレキシビリティの度合い，商品開発戦略（例え
ぽ，フルラインメーカーか，あるいはスペシャルリストメーカーかという戦略的選択），商品の市場
性等々があるという。
　これらの条件を基準に，韓国自動車産業に見られるメーカーとディーラーとの間の関係を見ると，
OESの運用がなされていないと考えられる。その理由は，韓国自動車産業のトータル・システムの
脆弱性にあると考えられるが，それを生産活動領域と販売活動領域別とに分離して考察すると，次の
ようである。
　第1に，生産活動領域から見ると，多品種・多仕様生産に対応できるようなフレキシブルな生産
システムが構築されていないことである。言い換えれぽ，前章にも指摘したように，この問題は実際
需要が確認できる時点で「月間オーダー」，「デイリー変更」など，ディーラーとの頻繁な情報交換に
よって仕様・オプションなどを変更できる工程管理がなされていないことにほかならない。メーカー
の戦略自体が内需よりは海外への輸出戦略に重点をおいた少品種・大量生産システムからリーγ生産
へ移行する過渡期にある点，メーカー主導で構築されてきた販売システム（日米に見られるディーラ
ーの不在）などは看過できないであろう。
　第2に，ディーラーの経営・管理能力の問題である。これは優れた資金運用能力・経営管理能力
をもつディーラーが存在しないために，メーカーとディーラーとの間に期待される協調関係が生まれ
ないことである．。前述したように韓国自動車産業のディーラーは，性格自体が日米のものと異なって
いる。すなわち，日米において行われている出庫とともに譲渡される所有権は，韓国においてはメー
カーにある点である。実際に，韓国自動車産業はディーラーの販売に対する責任感が欠如する理由を
多くもっている。これが韓国においてディーラー・システムの定着につながらない原因として認識さ
れる。また，これらの状況はOESの運用に必要な需要予測や需要変動に伴うディーラーとの頻繁な
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情報のやりとりを円滑に進めるのに大きな障害となっていると考えられる。これを裏付けるものとし
て，現代自動車の場合，需要予測がディーラーとの情報のやりとりに基づくものではなく，メーカー
本社によって一方的になされていることが知られている42。これは需要変動に対応できるフレキシブ
ルな生産システムの未整備と，ディーラーの役割として期待される需要予測機能の不在，需要変動時
の調整機能が働かない状態との絡み合いにより，メーカー主導の一方的な展開として進められている
ことを意味する。
　第3に，ディーラー側の需要予測機能の不在である。現代自動車の場合，図表8が示しているよ
うに，商用・乗用車の販促チーム，販売システム・チーム，生産計画調整チームという3極体制で，
需要予測に基づく生産計画・生産計画の調整・生産計画の確定などの業務を遂行している。さらに，
これら3極体制の三つのチームによってなされている需要予測も需要変動をある程度反映してはい
るものの，実際の需要変動に伴う車両・仕様の生産量と種類の変更ができる体制にはなっていないこ
とが問題としてしぼしぼ指摘されている。同図表が示しているように，生産計画は，乗・商用販促チ
ームと販売システム・チームという本社3部門間の連携で策定されており，需要予測の方法として
図表8　現代自動車の生産計画
商用運用テーム
小商用販促チーム
大商用販促チーム
販売システム・
チーム
生産計画調整
チーム
?
①販売現況分析及び基礎データ作成
・週間優先条件車種管理
・ConV及びB／out車種管理
・販売仕様別工場管理
・車種別計画管理（月計画物量入力
チェック）
火
③週間計画作成
澗計画作成
・純粋B／order検索
及び調整
・週間計画段階別調整
⑥週間計画販売部門間合せ
・間計画類型別間合せ
・週間計画日付別間合せ
・週間計画カラー別間合せ
・週間計画オプション別間合せ
・週間生産の投入詳細問合せ
再作業の可否判定
水
OK？
②需要予測基礎データ生成
・月計画残量算出
・優先条件Con　V及びBlout算出
・粋B／order算出
⑤週間計画の制約条件の反映
・需要予測，最終バランシング
・ライン選定，平準化，教養ライン
の適用
・W／order別日程計画展開
⑦週間計画SAM・F生産計画
チームへの発送
・週間計画データ
　輸出
オーダー
④週間計画用の制約条件の入力
・工場キャパ及びライン条件
・資材の制約条件等々
⑧内需／輪出
週間計画の確定
・週間計画の仕事
別データの確定
出所：現代自動車の内部資料
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は，加重移動平均法と回帰分析法（最小二乗法）のなかから選択されているという43。同自動車にお
ける販売仕様の段階別の需要算出及び調整過程を見ると，次のようである。　　　　’
　①車種単位（仕様2桁）→②エンジン及びトランスミッション単位（仕様5桁）→③オプション単
位（仕様8桁）→④F／spec単位（仕様10桁）という順に需要予測及び生産計画が調整される。
　以上のように，韓国自動車産業では上記の要因などによって日本で見られるOESの運用は未だに
行われていないことが明らかになった。
　しかし，同産業における情報ネットワークの構築に伴う効果には，顧客の入金の迅速な確認および
処理，作業員によるデータ入力の手作業などから生じたミス・修正作業の減少，割賦カードの作成減
少，毎日の会計処理の減少などが挙げられるが，これらは業務自体の電算システム化に伴って専門的
な知識がなくても業務が迅速に進行できることに起因すると考えられる。また，上述したように，近
年メーカーの戦略によってディーラーの数が増加している傾向を見せているが，ほとんどのディーラ
ーがメーカーとの間で企業間の情報ネットワークによって情報交換を行っている。これを韓国自動車
産業が短期間に急激な成長を成し遂げる際に，メーカー側の経営陣が短期間に効果を発揮することが
できた戦略として外国からの新技術を選好したことと同じ脈絡で見ると，これには不安定なディーラ
ー・ Vステムを情報システムによって整備しようとする狙いがあることも看過できないであろう。
おわりに
　本論文では，韓国自動車産業における販売体制が，80年代までのメーカー主導の直営体制から，
90年代以降，現代・起亜・大宇自動車を中心に急速にディーラー・システムへ移行していることを
明らかにした。また，この状況において日本に見られるOESは未だに韓国自動車産業では構築され
ておらず，ディーラーの経営・資本の脆弱性，多品種・多仕様生産に対応できるフレキシブルな生産
システムの未整備，メーカーとディーラーとの双方における需要予測の精緻度の低さなどが今後の課
題として残されていることを明らかにした。
　さらに，メーカーとディーラーとの間に構築されている情報ネットワークにより，顧客の入金の迅
速な確認および処理，作業員によるデータ入力の手作業などから生じたミス・修正作業の減少，割賦
カードの作成減少，毎日の会計処理の減少などの効果が表れていることが明らかになった。これは韓
国自動車産業が短期間に急激な成長を成し遂げる際に，メーカー側の経営陣が短期間に効果を発揮す
ることのできる戦略として外国からの新技術を選好したことと同じ脈絡で見ると，不安定なディーラ
ー・ Vステムを情報システムによって整備しようとする狙いがあることを示している。
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